













































































仮 定：日本が TPPに参加せず、各国との FTAも締結しない。一方、韓国はアメリカ、中
国、EUと FTAを締結する。
































結 果：TPPに参加した場合、GDPの伸びは 10年間で 0.48～0.65％（2.4兆～3.2兆円）増























　この節では、Copeland and Taylor（2003）を参考に、簡単な 2財モデルを用いて、一国
において貿易自由化が行われた場合の社会厚生の変化を、それが環境にもたらす効果を含
めて明らかにする。経済は、貿易可能な 2財 x, yを生産し消費している。さらに財 xの結






量を（xd, yd）で表し、国内供給量を（xs, ys）で表すとする。もし xd－ xs＞ 0ならば xは輸入財
であり、xd－ xs＜ 0ならば輸出財である。yについても同様に考えることができる。
　4─2．技術的制約




　仮定として、第一に Tが狭義準凸関数であることを仮定する。すなわち T（x, y, z）=T（x', 
y', z'） 0を満たす異なる（x, y, z）, （x', y', z'）とλ∈（0, 1）について次が成立する。


















て表わされる。ここで間接効用関数とは、（直接）効用関数 U、所得 I、環境サービス z、
そして諸財の価格 Px, Pyを用いて次のように定義されるものである。
 （4.1）V（Px, Py, I, z）＝max
xd, yd






∂V（Px, Py, I, z）/∂Px
∂V（Px, Py, I, z）/∂I
,　yd＝－
∂V（Px, Py, I, z）/∂Py




∂V（Px, Py, I, z）/∂z




 （4.4）（Px, Py, τ）＝max
xd, yd, z
Pxxs＋Pyys＋τz subject to T（xs, ys, z） 0
　注意として、ここでは企業の得る収入から労働や資本といった生産要素の所有者に支払
う費用を差し引いていない。それらは結局、企業の利潤と合計されて代表的家計の所得と
















































































































































































































































































安い順に番号 jが付けられている。提示額 tは番号 jに対応している（{tj｜j＝ 1, 2, ... , 
9}）。
　ここで、Noの確率 Fjは提示額 tjが増えていくごとに単調に増加していくと考えられ





































価格番号 j 提示額 tj Yesの数 Noの数 Noの確率 Fj fj＊
1 50 16 1 0.0588 0.0588
2 100 54 5 0.1000 0.0259
3 1,000 44 9 0.2083 0.0851
4 5,000 20 10 0.3333 0.1635
5 10,000 17 12 0.4138 0.0805
6 30,000 3 7 0.7000 0.2862
7 50,000 1 13 0.9286 0.2286
8 50,000＋ 1.0000 0.0714
表 5─1　CV調査結果
価格番号 j 提示額 tj Yesの数 Noの数 Noの確率 Fj
1 50 16 1 0.0588
2 100 27 3 0.1000
3 500 27 2 0.0690
4 1,000 19 5 0.2083
5 2,000 25 4 0.1379
6 5,000 20 10 0.3333
7 10,000 17 12 0.4138
8 30,000 3 7 0.7000













































































2）　The WTO contributes to protection and preservation of the environment through its objective of trade 











7）　この方法は Turnball distribution-free estimatorとして知られている。Haab and McConell（2002）
第 3章を参照。
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